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〇負債合計は、エネルギー対策特会（エネルギー需給勘定）の原子力損害賠償・廃

炉等支援機構交付国債の 1 兆 6,278 億円の増加などの影響を受けて、対前年度比 2
兆 4,494 億円の増加となりました。 

 

 
 
 
～業務費用計算書のポイント～ 

 

 

○業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形態
別に表示している計算書です。 

 
（費用） 

○経済産業省においては、独立行政法人、大学、民間団体等への補助金や地方公共団
体への交付金などの補助金等については、5 兆 8,932 億円と費用合計額の約 8 割を占
めています。 

 
○国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構をはじめ各独立行政法人に

対する運営費交付金が 8,212億円と業務費用合計の約 1 割を占め、資金援助交付費、
補助金等と同様にコストがかかっています。 

 
○資金援助交付費が 2,722 億円と業務費用合計の約 0.4 割を占めていますが、これはエ

ネルギー対策特会（原子力損害賠償支援勘定）において、「原子力損害賠償支援・
廃炉等機構法」第 45 条第 1 項の規定により主務大臣の認定を受けた特別事業計
画に基づき、今年度中に行われた交付国債償還額です。 

 
（その他） 

○費用の主な増減として、「エネルギー価格激変緩和対策事業費補助金」の 2 兆
6,804 億円減少などを受け、「補助金等」が対前年度比 3 兆 4,466 億円の減少、独立
行政法人中小企業基盤整備機構への「運営費交付金」の 3,437 億円の増加などを受け、

「運営費交付金」が対前年度比 4,264 億円の増加となっています。 
 

 

 
 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 
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ストックの状況 （貸借対照表） 

資 産（15 兆 7,659 億円） 

主な増減要因等について（対前年度末比＋9,898 億円） 

➢ 現金・預金（1兆 176億円：対前年度末比+ 110 億円） 

• エネルギー対策特別会計の脱炭素成長型経済構造移行債の発行などにより、110 億円の増額と

なりました。 

➢ 有価証券（8,443 億円：対前年度末比▲1,090億円） 

• 主に前年度に比べて、エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定の石油公団承継資産におい

て、㈱INPEX株式における減少（▲784億）等により、1,090 億円の減額となりました。 

➢前払費用（4兆 232 億円：対前年度末比+1兆 6,278億円） 

• 当年度においてエネルギー対策特別会計原子力損害賠償支援勘定における資金援助交付費

の増加（+1 兆 6,278 億円）等により、1兆 6,278 億円の増額となりました。 

➢ 出資金（7兆 6,336 億円：対前年度末比▲5,031億円） 

• 独立行政法人中小企業基盤整備機構の出資金の評価額の 6,557 億円の減少などにより、減額と

なりました。 
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負 債（17 兆 4,264 億円） 
 

主な増減要因等について（対前年度末比+2兆 4,494億円） 

➢政府短期証券（1 兆 1,600 億円：対前年度末比▲6億円） 

• 当年度においてエネルギー対策特別会計の石油証券が 6億円の減額となりました。 

➢公債（7兆 7,236 億円：対前年度末比＋1兆 6,278億円） 

• 当年度において脱炭素成長型経済構造移行債の発行などにより、1 兆 6,278 億円の増額

となりました。 

➢借入金（8兆 3,915 億円：対前年度末比▲2,467億円） 

• 主に公債の償還による支出が 1 兆 1,206 億円生じたことにより、その財源確保

等のため借入金が増額となりました。 

 
  
















